
地域・職域連携推進事業ガイドライン改訂（案）について  

新旧対照表  

はじめに   

近年の急速な高齢化が進む中で、疾病構造が変化し、が  

んや心臓病、糖尿病等の生活習慣病が増加している。生活  

習慣病は、日々の生活習慣の積み重ねがその発症に大きく  

関与することが明らかになっており、これを予防するため  

には、個人の主体的な健康づくりへの取組みが重要であ  

り、健康教育、健康相談、健康診査等の保健事業による生  

涯を通じた糸蜘勺な健康管理の支援が必要となる。   

一方、青壮年層を対象に行われている保障事業は、老人  

保健法や労働安全衛生法、健康保険法等の根拠法令によっ  

て目的や対象者、実施主体、事業内容がそれぞれ異なって  

おり、制度間のつながりがないことから、地域全体の健康  

状況を把握できなかったり、退職後の㈲財旨導が継続でき  

ないといった問題が指摘されている。このような問題を解  

決し、霹脚勺、かつ包括的な保障事業を展開していくため  

には、地域保健と職域保健が連携し、健康情報のみでなく、  

健康づくりのための保健事業を共有していくことが重要  

となる。   

こうしたことから、厚生労働省においては、平成11年  

度より3年間、生活習慣病予防を目的とした地域保健と職  

域保障の連携の在り方について検討し、地域保健と職嚇呆  

健の連携を推進するため、平成14年度及び15年度に地  

域・職域連携共同モデル事業を実施したところである。ま  

た、平成16年度には、地域・職域連携共同モデル事業の  

成果をもとに、地域健及び職域保健の連携を全国的に普及  

するため、ガイドラインを作成することとした。平成17  

年度からは、生活習慣病対策の推進と介護予防を柱とした  

「健康フロンティア戦略」を展開することとしており、働  

き盛り層を主に総合的予防対策を推進するための「働き盛  

りの健康安心プラン」に基づき、地域と職域を通じた保健  

事業を展開していくこととしている。   

このガイドラインには、地域・職域連携を行うための基  

本的な考え方や地域・職域垂携共同事業の企画、地域・職  

域連携推進協議会の運営、事業の実施結果に関する評価等  

についてわかりやすく言己述している。今後の地域保健と職  

域保健の連携をより有効に行うために、ご活用いただけれ  

ば幸いである。  

はじめに   

近年の急速な高齢化が進む中で、疾病構造が変化し、が  

んや心臓病、糖尿病等の生活習慣病が増加している。生活  

習慣病は、日々の生活習慣の積み重ねがその発症に大きく  

関与することが明らかになっており、これを予防するため  

には、個人の主体的な健康づくりへの取組みが重要であ  

り、健康教育、健康相談、健康診査等の保健事業による生  

涯を通じた継続的な健康管理の支援が必要となる。   

一方、青壮年層を対象に行われている保健事業は、老人  

保健法や労働安全衛生法、健康保険法等の根拠齢によっ  

て目的や対象者、実施主体、事業内容がそれぞれ異なって  

おり、制度間のつながりがないことから、地域全体の健康  

状況を把握できなかったり、退職後の保健指導が継続でき  

ないといった問題が指摘されている。このような問題を解  

決し、継続的、かつ包括的な保健事業を展開していくため  

にさも地域保健と職域保健が連携し、健康情報のみでなく、  

健康づくりのための保健事業を共有していくことが重要  

となる。   

こうしたことから、厚生労働省においては、平成11年  

度より3年間、生活習慣病予防を目的とした地域保健と職  

域保健の連携の在り方について検討し、地域保健と職域保  

健の連携を推進するため、平成14年度及び15年度に地  

域・職域連携共同モデル事業を実施したところである。ま  

た、平成16年度には、地域・職域垂携共同モデル事業の  

成果をもとに、地噺呆健及び職域保健の連携を全国的に普  

及するため、ガイドラインを作成することとした。平成1  

7年度からは、生活習慣病対策の推進と介護予防を柱とし  

た「健康フロンティア朝晩 を展開することとしており、  

働き盛り層を主に総合的予防対策を推進するための「働き  

盛りの健康安心プラン」に基づき、地或と職域を通じた保  

健事業を展開していくこととしている。   

望盛」8年6月に、平成17年度の地或・職域連携支援  

検討会による現地支援の結果等をふまえ、ガイドラインの  

改訂が行われたところであるが、明こ、地  

盤脚韻制  

度改革をふまえた新たな協議会の役割について、地或・職  

域連携支援検討会において検討を加え、ガイドラインの再  

改訂を行2迄」   

このガイドラインには、地域・職域連携を行うための基  

55   



本的な考え方や地域・職域連携共同事業の企画、地域・職  

域連携推進協議会の運営、事業の実施結果に関する評価等  

についてわかりやすく記述している。今後の地域保健と職  

域保健の連携をより有効に行うために、ご活用いただけれ  

ば幸いである。  

Ⅰ地或・職域垂携の基本的理念  

1．連携の基本的な考え方   

士機転保健は、主に地域保健法轄健康増進法、老人閑塔監  

母二絹ミ健法などの法令を基に乳幼児、思春期、高齢者まで  

の地域住民を対象として、生涯を通じてより健康的な生活  

を目指した健康管理・保健サービスを提供している。一九  

職域は主に労働基準法、労働安全衛生法などの法令を基に  

就業者の安全と健康の確保のための方策の実践を事業者、  

就業者に課している。さらに、医療保険制度は健康保険法  

などの法令を基に、国民が安心して医療を受けるための制  

度であり、就業者を対象とした社会保険、地域住民や自営  

業を対象とした国民健康保険制度が存在し、これらもま  

た、被保険者に健射呆持増進のための保健サービスを提供  

Ⅰ地域・職域連携の基本的理念  

1．連携の基本的な考え方畑和   

地粛対敵も主に地域保健法や健康増進法、老人保健法、  

母子保健法などの法令を基に乳幼児、思春期、高齢者まで  

の地域住民を対象として、生涯を通じてより健康的な生活  

を目指した健康管理・保障サービスを提供している。－一方、  

職域は主に労働基準法、労働安全衛生法などの法令を基に  

就業者の安全と健康の確保のための方策の実践を事業者、  

就業者に課している。さらに、医療保険制度は健康保険法  

などの法令を基に、国民が安心して医療を受けるための制  

度であり、就業者を対象とした社会保険、地域住民や自営  

業を対象とした国民健康保険制度が存在し、これらもま  

た、被保険者に健康保持増進のための保健サービスを提供  

している。  地域保健、職域保健（医療保険を含む）とそれぞれの目  
的は必ずしも一敦しているわけではないが、提供している  

保健サービスには共通したものがある。平成15年に施行  

された健康増進法は、健康に向けての努力を国民に求める  

と共に、それぞれの健康増進実施事業者の連携を促し、効  

果的な保健サービスの実行を求めている。   

実態に目を移すと、職域には過重労働、メンタノレ＼ルス  

など多くの健康課題があり、特に小抱防事業所における産  

業閑建サービスの提供が大きな課題である。また、地樹呆  

健は、職域保健の現状を把握し連携していく方策が未確立  
であり、十分に対応できないという課題や、健東寿命の延  

伸に向けての実効的な対策を採らなければいけないとい  

う課題がある。健康寿命の延伸、生活の質の向上という健  

康日本21の目的を達成するためには、これまで蓄積した  

方策を互いに提供し合い、職噺呆健と地域保健が連携した  

対策を講じることが不可欠であるといえる。   

地域保健と職域保健における連携とは、それぞれの機関  

が有している健康教育、健康相談、健衷情報等を共有化し、  

している。   

地域保健、職域保健（医療保険を含む）とそれぞれの目  

的は必ずしも一一一致しているわけではないが、提供している  

保健サービスには共通したものがある。平成15年に施行  

された健康増建艦は、健康に向けての努力を国民に求める  

と共に、それぞれの健康増進実施事業者の連膀を促し、効  

果的な保健サービスの実行を求めている。   

実態に目を移すと、職域には過重労働、メンタ／レ＼ルス  

など多くの健康課題があり、特に小規模事業所における産  

業保健サービスの提供が大きな課題である。また、地域保  

健は、職域保健の現状を把握し連携していく方策が未確立  

であり、十分に対応できないという課題や、健康寿命の延  

伸に向けての実効的な対策を採らなければいけないとい  

う課題がある。健康寿命の延伸、生活の質の向上という健  

康日本21の目的を達成するためには、これまで蓄積した  

方策を互いに提供し合い、職域保健と地域保健が連携した  

対策を講じることが不可欠であるといえる。   

地域保障と職圃呆健における連携とは、それぞれの機関  

が有している健康教育、健康相談、健康情報等を共有化し、  

より効果的、効率的な保健事業を展開することである。そ  

のためには、お互いの情報を交換し、理解しあう場（地域・  

職域垂携推進協議会）を持ち、互いの知恵を出し合い、課  

より効果的、効率的な保健事業を展開することである。そ  

のためには、お互いの情報を交換し、理解しあう場（地或・  

職域連携推進協議会）を持ち、互いの知恵を出し合い、課  
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Ⅱ∴哩或・職域垂携推進協議会の設置   

地域・職域連勝推進協議会（以下、「協議会」という。）  

の設置については、地域保障法第4条に基づく基本指針及  

び健康増進法第9条に基づく健康増進事業実施者に対す  

る健寮診査の実施等に関する手節十において、地域と職域の  

連携推進にあたり、関係機関等から構成される協議会等の  

設置が位置付けられた。なお、本協議会は、都道府県及び  

2次医療圏を単位として設置し、地域・職域連携共同事業  

（以下、「連携事業」という。）の企画・実施・評価等にお  

いて中核的役割を果たすものとする。また、各地方公共団  

体の健脚十画（健康日本21地方計画）の推進に寄与  

することを目的とする。  

Ⅱ．地域・職域連携推進協議会の設置   

地域・職位垂携推進協議会（以下、「協議会」という。）  

の設置については、地域保健法第4条に基づく基材誰1及  

び健康増進法第9条に基づく健康増進事業実施者に対す  

る健康診査の実施等に関する手指十において、地域と職域の  

連携推進にあたり、関係機関等から構成される協議会等の  

設置が位置付けられた。なお、本院議会は、都道府県及び  

2次医療圏を単位として設置し、地或・膨痴麹些事業  

（以下、「連携事業」という。）の企画・実施・評価等にお  

いて中核的役割を果たすものとする。また、各地方公共団  

体の健康増進計画（健康日本21地方計画）の推進に寄与  

することを目的とする。  

1．協議会の目的   

地域・職域において、生涯を通じた健康づくりを継榔勺  

に支援するための効果的な保健事業を構築する。すなわち  

生活習慣病を予防し、健康寿命の延伸を図るために、ヘル  

スプロモーションの視点に立って自治体、事業者及び医療  

保険者等の関係者が相互に情報交換を行い、保健事業に関  

する共通理解のもと、それぞれが有する保健医療資源を相  

互活用、又は胞陸事業の共同実施により連携体制を構築す  

る。  

1）都道府県を単位とする協議会（以下、「都道府県協議   

会」という。）では、地域及び職嚇呆健の広域的観点で   

の連携により体制整備を図る。  

2）2次医療圏を単位とする協議会（以下、「2次医療圏   

協議会」という。）では、より地域の特性を活かす観点   

から、地域特性に応じた協力体制による継続的な健康管   

理が可能となるよう体制を構築する。  

1．協議会の目的   

地域・職域において、生涯を通じた健康づくりを継続的  

に支援するための効果的な保健事業を構築する。すなわち  

生活習慣病を予防し、健康寿命の延伸を図るために、／〉レ  

スプロモーションの視点に立って自治体、事業者及び医療  

保険者等の関係者が相互に情報交換を行い、保健事業に関  

する共通理角牢のもと、それぞれが有する保健医療資源を相  

互活用、又は保障事業の共同実施により連携体制を構築す  

る⊂，  

1）都道貯県を単位とする協議会（以下、「都道府県協議   

会」という。）では、地域及び職域陳陸の広域的観点で   

の連勝こより体制整備を図る。  

2）2次医療圏を単位とする協議会（以下、「2次医療圏   

協議会」という。）では、より地域の特性を活かす観点   

から、地域特性に応じた協力体制による継続的な健康管   

理が可能となるよう体制を構築する。  

2．協議会の構成メンバー  

1）都道府県協議会では、都道府県内の広域的な連携に関   

わる地域保陸及脚ラ政機関、関係機関、関係   

団体、事業所の代表者等で構成する。なお、2次医療圏  

協議会の構成メンバーが所属する上部団体がある場合   

は、当該団体を構成メンバーとすることが適当である。   

迫」Z次医療圏の担当者、保健所溺層拝及び特別区  

（以下、「保健所設置市等」という。）担当者や関係機関  

2．協議会の構成メンバー  

1）都道府県協議会では、都道府県内の広力如勺な連携に関   

わる地域保健及び職域保健の行政機関、関係機関、関係   

団体、事業所の代表者等で構成する。なお、2次医療圏  

協議会の構成メンバーが所属する上部団体がある場合   

は、当該団体を構成メンバーとすることが適当である。  
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－として参画することが望ましい。  

2）2次医療圏協議会では、2次医療圏において連携事業   

に関わる行政関係者、関係機関代表者、関係団体、医療  

機関、健診機関、事業者、学識経験者、住民・就業者の  

代表等で構成する。  

なお、具体的な関係機関・関係団体等は参考資料を参照   

していただきたい。  

2）2次医療圏協議会でFも 2次医療圏において連携事業   

に関わる行政関係者、関榊幾関代表者、関係団体、医療   

機関、健診機関、事業者、学識経験者、住民・就業者の   

代表等で構成する。なお、都道府県保健所と保健所設置  

垂塾舛蜘やオブザ  

として関わることが適当である。   

なお、具体的な関係機関・関係団体等は参考資料を参   

照していただきたい。  

3．協議会の役割  

1）都道府県協議会では、都道府県における健康課題を明  

確化し、管内全体の目標、実施方針、連携推進方策を協  

議することなどにより、管内の関係者による連携事業の  

計画・実施・評価の推進的役割を担う。また、関係団体   

の連絡調整、教材や社会資源の共有を行うと共に、地   

域一職域における保健事業担当者の資質向上を図るため   

の研修会を開催するなど、地域の人材育成を行う。   

また、2次医療圏協議会の育成を目的として、2次医   

療圏協議会の構成メンバーが所属する上部団体に対す   

る啓発を行い、2次医療圏協議会における連携事業を収  

集し、その効果や協議会の僻l臓巨の評価など、2次医   

療圏協議会の取り組みについての広域的な調整を図る。  

3．協議会の役割  

1）都道府県協議会では、都道府県における健康課題を明  

確化し、管内全体の目標、実施方針、連携推進方策を協  

藷することなどにより、管内の関係者による連携事業の   

計画・実施・評価の推進的役割を担う。また、関係団体   

の連絡調整、教材や社会資源の共有を行うと共に、地  

域・職囁こおける保健事菓担当者の資質向上を図るため   

の研修会を開催するなど、地域の人材育成を行う。   

脚立   

・：：トー・・・盲 

：…也∴（；・1∴二二⊥：し・∴ 

ム牒痍嘲矧画の目標達成に向けて、ポピュレーショ   

∠乙ブローチ、ハイリスクアプローチを隔合し、地域全   

壊塑建康づくりを推進していく。  

また、2次医療圏協議会の育成を目的として、2次医   

療圏協議会の構成メンバーが所属する上部団体に対す   

る啓発を行い、2次医療圏協議会における連携事業を収   

集し、、その効果や協議会の役害l機能の評価など、2次医   

療圏協議会の取り組みについての広嚇勺な調整を図る。  

2）2次医療圏協議会では、地域における関係機関への情  

報提供と連絡調整や健診の実施状況及び結果等の健康  

に関する情報の収集、健康意識調査等によるニーズ把握  

等を行い、2次医療圏固有の健康課題を特定し、地域特  

性を活かした健康課題の解決に必要な連携事業の計  

画・実施・言刊面等を行う。   

なお、2次医療圏協議会の活動状況については、都道  

府県協議会に対して報告を行う。  

2）2次医療圏協議会では、地域における関係機関への情  

報提供と連絡調整や健診の実施状況及び結果等の健康  

に関する情報の収集、健康意識調査等によるニーズ把握  

等を行い、2次医療圏固有の健康課題を特定し、地域特  

性を活かした健康課題の解決に必要な連携事業の計  

画・実施・評価等を行う。   

なお、2次医療圏協議会の活動状況については、都道  

府県協議会に対して報告を行う。  
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3）協議会の具体的役割につ岬  

〈協読会の主な具体白砂  

2次医相協議会  都道府県脇読会   

○創矧系者（医療保険者・労働衝  

脚備生部門・関係  

団㈲の実施し¶、る保障事業   

等卿囁三者   

壁匪  

○齢勘胡紺浅ける健康課題の明  

麺堕  

○御株   

者の特定健診等実施帥画割こ位  

置づける目標の策定、評価、連  

i期嘩遡麺  

○各関係者が行う各種事業の連携  

促進の協議及び共同実施   

・市町村が中心となるポピュレ  

ーションアプローチと、医療保  

険者が中心となるハイリスク  

堕但  

○共通認識として明確化された健   

康課題に対して、各構成機関・  

田休として担える役割の確認と  

延些  

○健診の実施状況及び結果等の陸   

康に関する情報の収集、健廉意  

識抑等の  

室垂  

○健康づくりに関する社会資源   

（市町村の保健事業、地域産業  

保隊倶／クー、運動施設や公園、   

学校、へ／レシーメニュー協力飲   

食吉、産業界の取り組み、マン   

パワーなど）の情報交換、有効   

活用、連携、調整  

嘩ます地域環境  

に関する情報交換、方策の協議、  

アプローチの連勝方策   

・生活習慣病予防対策と介護予   

防施策、メンタ／レ〉レス、自殺   

遡墜  

○具問評  

価榔掛こ関する広   

重   

・地域・職域の共通課題やニ  

碑横  

間鯛絹報   

の≡財吉に関する連携方策   

・研修会の共同実施、各種施設  

等の共同咽  

○柳窪  

御簾の検討  

聯鞘導の従   

事者などの育成方策  

聯導のア   

ウトソーシング先となる事業  

者等の育堪左遷  

・被扶養者iこ対する施策に関す  

る情報交換、推進方策   

○協議会の取組の広報、啓発  

ーズを把握するための調査   

事業脱意識調査笥   

・フォーラム、健康情報マッ  

フ作成、ポスター竹城駕の企  

垂  

・健康教育、健康相談等の共同   

実施  

・研修会、事例検討会の開催   

○圏域の市町村、事業所〈の支援  

○協議会の取組の広報、啓発  

4．協議会の運営方法  

都道府県協議会は地域保健主管課が、2次医療圏協議会  

は保健所等が事務局を担う。  

1）都道府県協議会の運営  

4．協議会の運営方法  

都道府県協議会は地射呆健主管課が、2次医療圏協議会  

は保健所等が事務局を担う。  

1）都道府県協議会の運営  
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事務局は協議会の開催に際し、協議会の目的・意義を明  

確にした上で、都道府県内に既に存在している類似の会議  

と当該協議会の関係について整埋を行い、さらに連携事業  

を推進する上で必要な関係機関・関係団体が共通認識に立  

てるよう、協議会の意義を関係者に対して十分に説明する  

ことが必要である。   

連携の第一歩として、保健情動に関する社会資源の共有  

化を行うことが必要であり、このためには、地域に存在す  

る社会資源を資料として初回の協議会にヨ是示し、社会資源  

の共有化の必要性を確認する。そして次回の協議会では、  

関係機関・関係団体が有する社会資源を資料として提示  

し、具体的な活用方法を検討するなど、議論が具体化する  

方向で運営を行うことが必要である。   

塵墓室嚇歓年度以降の計画  

を明確に示す等今後の方向性を明示したり、具体的な連携  

事務局は協議会の開催に際し、協議会の目的・意義を明  

確にした上で、都道府県内に既に存在している類似の会議  

と当該協議会の関係について整理を行い、さらに連携事業  

を推進する上で必要な関係機関・関係団体が共通認識に立  

てるよう、協議会の意義を関係者に対して十分に説明する  

ことが必要である。   

連携の第一歩として、保健活動に関する社会資源の共有  

化を行うことが必要であり、このためには、地域に存在す  

る社会資源を資料として初回の協議会に提示し、社会資源  

の共有化の必要性を確認する。そして次回の協議会では、  

関係機関・関係団体が有する社会資源を資料として提示  

し、具体的な活用方法を検討するなど、議論が具体化する  

方向で運営を行うことが必要である。   

また、労働局、社会保険事務局等の関係部局と連携し共  

同事業の企画は、産業保健推進センター等と密接な連携を  

とることが効果的である。  

事業郷係者の理解が深まり  

j墓跡また者腿府県協議会の事務局  

脚鰻撰係者を対象とした準備会議  

箋堂選催し、取組が進んでいる2次医療圏の活動内科こつ  

いて、爛召介する等により、2次医療圏協  

議会の育成や支援を行っていくことも効果的であな   

また、労働局、社会保険事務局等の関係部局と連携した  

共同事業の企画は、産業保健推進センター等と密接な連携  

をとることが効果的である。   

踊こ行うこと  

齢計画を策定するこ  

上皇脚立案を行っていく  

ことが望ましい。   

主潮矩譲個協議会の連携を推  

進動こ構築していく  

こために、働こおいて抽出される課題は、  

都道府県単位でできるだけ共通する課題に取り組めるよ  

旦適評守県協議会が課題整理を行っておくことが望まし  

劇会での計画、  

室温」平価、対応、（PDCA）のサイクルが町愉こ行え  

る 

塑獅掛こ、老髄踊県協議  

会脚代喉験者協議会の活動方針等、予  

簑塑塾こ結びつく一情報を速やかに2次医療圏協議会関係  

畳錮病会本則締勺な専業計画を策  

定しやすいようにする必要がある。  
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2）2次医療圏協議会の運営   

事務局は、2次医療圏の健康課題を踏まえて、2次医療  

圏協議会の目的・意義を明確にし、当該協議会の構成メン  

バーが、どのような役割を担うのか、どのような協働を行  

えばメリットがあるのかについて、健康課題の解決方策と  

関連づけて説明する資料を作成することが必要である。そ  

して、各関係機関・関係団体が担う役割については、現在  

行っている事業や活動に1つ加える程度で、地域の健東づ  

くりにつながることが見えるような資料とすることが適  

当である。   

職域側との連携に当たっては、労働基準監督署、商工会  

議所、商工会、労働基準協会、地域産業保健センター、社  

会保険事務局、社会保険健康事業財団等と十分な相談、連  

絡、調整を行うことにより、情報の適切な発イ言や地域の健  

康課題が明確化できるなど、具体的な連携事業の実施につ  

なげることができる。   

また、保健所設置市等との連携を十分図っていくことが  

必要であ畑相互にモデル事業聯情  

報を十分に伝えることにより、卿り事業を展開して  

いくことが期待される。  

2）2次医療圏協議会の運営   

事務局は、2次医療圏の健康課題を踏まえて、2次医療  

圏協議会の目的・意義を明確にし、当該協議会の構成メン  

バーが、どのような役割を担うのか、どのような協働を行  

えばメリットがあるのかについて、健棄課題の解決方策と  

関連づけて説明する資料を作成することが必要である。そ  

して、各関係機関・関係団体が担う役割については、現在  

行っている事業朝舌動に1つ加える程度で、地域の健康づ  

くりにつながることが見えるような資料とすることが適  

当である。   

職域側との連携に当たっては、労働基準監督署、商工会  

議所、商工会、労働基準協会、地域産業保健センター、社  

会保険事務局、社会保険健泰事業財団等と十分な相談、連  

絡、調整を行うことにより、情報の適切な発信や妙或の健  

康課題が明確化できるなど、具体的な連携事業の実施につ  

なげることができる。  

寧にし、都道府県全体での取組が推進するよう、二次医療  

圏固有の脚十画の策定を行  

ユニとが必要である」  

3）ワーキンググ／レープの設置（略）   

2次医療圏協議会においては、連携事業の核となり、連  

携を円滑に推進するために、直接、連携事業を担当する者  

で構成するワーキンググノレ嶋フ等を設置する。ワーキング   

カレープは、具体的な事業の企画・実施に向けて意見交  

換を行い、現状分析や実施計画の企画立案、運営、評価を  

行う。  

3）ワーキンググ／レープの設置   

2次医療圏協議会においては、連携事業の核となり、連  

携を円滑に推進するために、直接、連携事業を担当する者  

で構成するワーキングクンレーフ等を設置する。ワーキング   

グループは、具体的な事業の企画・実施に向けて意見交  

換を行い、現状分析や実施計画の企画立案、運営、評価を  

行う。  

4）事務局設置の工夫   

地或・織成連携推進事業をバランスよく実施するために  

は、事務局を地域保健部腔と職域保健部門が共同で運営す  

ることも適当である。  

4）事務局設置の工夫   

地域・職域連携推進事業をバランスよく実施するために  

は、事務局を地域保健部門と職域保健部門が共同で運営す  

ることも適当である。具体的には、事務局を保健所と労働  

基準監督署が交互に担当し、協議会を開催している事例も  

見られた。  

5）キーパーソンの配置及び役割   

2次医療圏協議会は、地域・職域保健の連携が円滑に行  
5）キーパーソンの配置及び役割   

2次医療圏協議会は、地域・職域保健の連携が円滑に行  
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われるた動こ、地域保健と職域保健の両方に理解のあるス  

ーパーバイザー的なキーパー ソンを配置することが望ま  

しし㌔キー「ペーソンは、連携事業が効果的に推進できるよ  

う広域的・総合的視点により助言、支援等を行う。  

われるために、地域保健と職域保健の両方に理解のあるス  

ーパーバイザー的なキーパーソンを配置することが望ま  

しい。キーパーソンは、連携事業が効果的に推進できるよ  

う広域的・総合的視点により助言、支援等を行う。  
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Ⅲ．2次医療圏協議会における連携事業の企画   

地域・職域の健康課題やニーズを把握した上で、計画、  

運営・実施、評価、見直しというう垂の流れに沿って企画  

していく（図3）。連携事業を継細勺に発展させていくた  

めには、評隠見直しのプロセスをあらかじめ計画してお  

くことが大切である。  

Ⅲ．2次医療圏協議会における連携事業の企画   

地域・職域の健康課題やニーズを把握した上で、計画、  

運営・実施、評価、見直しというう垂の流れに沿って企画  

していく（図3）。連携事業を礪紬勺に発展させていくた  

めには、評価、見直しのプロセスをあらかじめ計画してお  

くことが大切である。  

1．現状分析   

地域・職域における健康管理体制や健康状態について調  

査し、現場のニーズを把捉する。これらの調査を行うこと  

によって、①在職中から退職後へと、個人の生涯を通して  

円滑な保健サービスを提供する必要性を共通認識できる、  

②地域において職域の保障情報を入手できるため、健康日  

本21をはじめとした地域保健の推進体制を強化するこ  

とができる、③事業者、就業者の「健康管理」に対する意  

識を喚起することができる、などの初期効果を期待でき、  

連携事業に向けた協力体制構築の第一一歩を踏み出すこと  

が可能となる。   

初期の段階としては、地或・職域ともに大きな負担をか  

けず、おおまかに現状を把握し、課題を発見することを目  

的とする。国民健康栄養調査、就業者健脚査、都道  

府県産業保健推進センターや当該圏域の地域産業保健セ  

ンターによる調査報告などの既存資料を活用したり、一部  

関係者を対象とした健診状況や生活習慣、就業者の健康に  

斉ける悩み等の聞き取り調査を行い、ワーキンググループ  

で分析する。さらに踏み込んだ現状分析が必要であると判  

断される場合には、もう少し範囲を広げた聞き取り調査  

や、アンケート調査、現地調査などを企画・実施・分析す  

る。   

具体的な調査項目としては、以下のような項目が上げら  

れる。  

1）健診実施状況・健診結果の動向（既存資料）  

・自治体や事業所における健診の実施状況個数、方法、  

受診率等）  

・健診の結果（有病率、性別・年代別の分析、動向等）  

1．現状分析   

地域・職域における健康管理体制や健康状態について調  

査し、現場のニーズを把握する。これらの調査を行うこと  

によって、①在職中から退職後へと、個人の生涯を通して  

円滑な保健サービスを提供する必要性を共通認識できる、  

②地域において職域の保健情報を入手できるため、健康日  

本21をはじめとした地域保健の推進体制を強化するこ  

とができる、③事業者、就業者の「健康管理」に対する意  

識を喚起することができる、などの初期効果を期待でき、  

連携事業に向けた協力体制構築の第一歩を踏み出すこと  

が可能となる。   

初期の段階としては、地域・職域ともに大きな負担をか  

けず、おおまかに現状を把握し、課題を発見することを目  

的とする。国民健廉栄養調査、就業者健康状況誰査、都道  

府県産業保健推進センターや当該圏域の地域産業保健セ  

ンターによる調査報告などの既存資料を活用したり、一部  

関係者を対象とした健診状況や生活習慣、就業者の健康に  

対する悩み等の聞き取り調査を行い、ワーキンググループ  

で分析する。さらに踏み込んだ現状分析が必要であると判  

断される場合には、もう少し範囲を広げた聞き取り調査  

や、アンケート調査、現地調査などを企画・実施・分析す  

る。   

具体的な調査項目としては、以下のような項目が上げら  

れる。  

1）健診実施状況・健診結果の動向（既存資料）  

・計恰体や事業所における健診の実施状況（回数、方法、  

受診率等）  

・健診の結果（有病率、性別・年代別の分析、動向等）  

2）事後指導実施状況（聞き取り調査、既存資料）  

・事後指導実施の対象者の選定方法、指導担当者、指導  

方法、指導内容等  

・事後指導の実施率、効果、問題点等  

2）事後指導実施状況（聞き取り調査、既存資料）  

・事後指導実施の対象者の選定方法、指導担当者、指導  

方法、指導内容等  

・事後指導の実施率、効果、問題点等  
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3）生活習際田兄（聞き取り調査、現地調査、アンケート  

等）  

・栄養、食生活（食習慣（行動）アンケート、栄養成分  

表示の利用等）  

・身体活動、運動（労働・通勤による身体活動量、余暇  

時間の使い方等）  

・休養、こころの健康（嘲民の状況、うつ対策、時間外  

労働、職場環境等）  

・喫煙状況（喫煙率、分煙対策や禁煙啓発活動の状況等）  

・アルコール鮒酉状況、月簡巨障害者の割合、啓発活  

動の状況等）  

・歯の状況（歯周病健診受診率、口腔ケアの状況等）  

3）生活習慣状況（聞き取り調査、現地調査、アンケート  

等）  

・栄養、食生活（食習慣（行動）アンケート、栄養成分  

表示の利用等）  

・身体活動、運動（労働・通勤による身体活動量、余暇  

時間の使い方等）  

・休養、こころの健康（睡眠の状況、うつ対策、時間外  

労働、職場環境等）  

・喫煙状況（喫煙率、分煙対策や禁煙啓発活動の状況等）  

・アルコール（飲酒状況、肝機能障害者の害恰、啓発活  

動の状況等）  

・歯の状況（歯周病健診受診率、口腔ケアの状況等）  

図3．連携事業の流れ（略）  図3．連携事業の流れ（略）  

4）住民や就業者の保障事業に関するニーズ把握（聞き取  

り調査、簡単なアンケート）  

・住民や就業者の健東読級健康について気になること、  

聞きたいこと  

・健診情報を考慮した健康行動をとっているか  

・どのような健康づくり活動を望むか信茸演会、個別相談、  

軌環境整備等）  

・保健事業に希望する条件C穀繍寺間帯、回数、対象範囲  

及び人数、予算等）  

さらに、連携事業の企画に向けて、関連する諸条件につ  

いての情報を事前に得る。  

4）住民や就業者の保障事業に関するニーズ把握（聞き取  

り調査、簡単なアンケート）  

・住民や就業者の健康意識、健康について気になること、  

聞きたいこと  

・健診情報を考慮した健康行動をとっているか  

・どのような健康づくり活動を望むか信葦演会、個別相談、  

資料、環境整備等）  

・保健事業に希望する条件（実施時間帯、回数、対象範囲  

及び人数、予算等）  

さらに、連携事業の企画に向けて、関連する諸条件につ  

いての情報を事前に得る。  

5）健東づくこりのための社会資源  

連携事業のツールとしての社会資源（媒体等）に関する  

情報を収集する。  

一関係機関・関係団体が行っている保障事業の実施状況  

・会場、運動施設（使用可能時間、利用料金等）  

・健康教育媒体（リーフレット、冊子、スライド、ビデオ  

等）  

・広報媒体（ポスター、チラシ、インターネット、電子メ  

ール、マスコミ（TV、CATV、ラジオ、新聞、業界ニ  

ュース等））  

5）健康づくりのための社会資源  

連携事業のツールとしての社会資源（媒体等）に関する  

情報を収集する。  

・関係機関・関係団体が行っている保健事業の実施状況  

・会場、運動施設（使用可能時間、利用料金等）  

・健廣教育媒体（リーフレット、冊子、スライド、ビデオ  

等）  

・広報媒体（ポスター、チラシ、インターネット、電子メ  

ール、マスコミ（TV、CATV、ラジオ、新聞、業界ニ  

ュース等））  

6）保健事業担当者の配置状況  

・地域・職域において活用できる人材（関係機関の項目参  

照）  

6）保健事業担当者の配置状況  

・地域・職域において活用できる人材（関係機関の項目参  

照）  
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